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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　耐食性を有する表面に導電性介在物が露出し、その露出する導電性介在物上にのみ銀、
銅、ニッケル、すずから選択される金属またはその合金の１種または２種以上が析出して
いることを特徴とする燃料電池用金属製セパレータ。
【請求項２】
　耐食性を有する表面に導電性介在物が露出し、その露出する導電性介在物上にのみ白金
および／またはパラジウムが析出していることを特徴とする燃料電池用金属製セパレータ
。
【請求項３】
　耐食性を有する表面に導電性介在物が露出し、その露出する導電性介在物上にのみ銀、
銅、ニッケル、すずから選択される金属またはその合金の１種または２種以上と、白金お
よび／またはパラジウムとが析出していることを特徴とする燃料電池用金属製セパレータ
。
【請求項４】
　前記導電性介在物が表面から突出していることを特徴とする請求項１～３のいずれかに
記載の燃料電池用金属製セパレータ。
【請求項５】
　耐食性を有する表面から導電性介在物が露出する素材板の表面に、下地処理を施さず直
接銀、銅、ニッケル、すずから選択される金属またはその合金の１種または２種以上のめ
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っき、もしくは白金および／またはパラジウムのめっきを行うことにより、前記露出する
導電性介在物上にのみ銀、銅、ニッケル、すずから選択される金属またはその合金の１種
または２種以上のめっき、もしくは白金および／またはパラジウムを析出させることを特
徴とする燃料電池用金属製セパレータの製造方法。
【請求項６】
　耐食性を有する表面から導電性介在物が露出する素材板の表面に、下地処理を施さず直
接銀、銅、ニッケル、すずから選択される金属またはその合金の１種または２種以上のめ
っきと、白金および／またはパラジウムのめっきとを行うことにより前記露出する導電性
介在物上にのみ銀、銅、ニッケル、すずから選択される金属またはその合金の１種または
２種以上のめっきと、白金および／またはパラジウムを析出させることを特徴とする燃料
電池用金属製セパレータの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固体高分子型燃料電池が備える金属製セパレータおよびその製造方法に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　固体高分子型燃料電池は、平板状の電極構造体（ＭＥＡ：Membrane Electrode Assembl
y）の両側にセパレータが積層された積層体が１ユニットとされ、複数のユニットが積層
されて燃料電池スタックとして構成される。電極構造体は、正極（カソード）および負極
（アノード）を構成する一対のガス拡散電極の間にイオン交換樹脂等からなる電解質膜が
挟まれた三層構造である。ガス拡散電極は、電解質膜に接触する電極触媒層の外側にガス
拡散層が形成されたものである。また、セパレータは、電極構造体のガス拡散電極に接触
するように積層され、ガス拡散電極との間にガスを流通させるガス流路や冷媒流路が形成
されている。このような燃料電池によると、例えば、負極側のガス拡散電極に面するガス
流路に燃料である水素ガスを流し、正極側のガス拡散電極に面するガス流路に酸素や空気
等の酸化性ガスを流すと電気化学反応が起こり、電気が発生する。
【０００３】
　上記セパレータは、負極側の水素ガスの触媒反応により発生した電子を外部回路へ供給
する一方、外部回路からの電子を正極側に送給する機能を具備する必要がある。そこで、
セパレータには黒鉛系材料や金属系材料からなる導電性材料が用いられており、特に金属
系材料のものは、機械的強度に優れている点や、薄板化による軽量・コンパクト化が可能
である点で有利であるとされている。金属製のセパレータは、ステンレス鋼やチタン合金
等の耐食性を有する金属材料からなる薄板をプレス加工して断面凹凸状に成形したものが
挙げられる。
【０００４】
　ところで、ステンレス鋼からなるセパレータを用いた場合、黒鉛系のセパレータを用い
た場合に比べて電極構造体との接触抵抗が大きい。接触抵抗の増大は発電性能の低下につ
ながるので、接触抵抗を低減させるために、たとえば特許文献１では、ステンレス鋼から
なるセパレータの表面に、ボライド（Ｍ２Ｂ）等の導電性金属間化合物を突出させ、これ
によって電極構造体との接触抵抗を低減させる技術が開示されている。
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－１８７８２９（段落［００１０］）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　一般に、固体高分子型燃料電池は、発電時に７０℃以上の高温に曝され、しかも、加湿
された燃料ガス及び空気が内部に供給されるとともに、発電時の電極での反応により生成
された水分により高湿度状態に曝される。その結果、電極構造体が膨張・膨潤して電極構
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造体とセパレータとの面圧が大きくなる。逆に、発電を停止したときは、電極構造体の環
境の温度と湿度は低下、電極構造体とセパレータとの面圧が小さくなる。このように、発
電と停止との繰返しにより、電極構造体とセパレータとの間に繰返し応力が発生する。
【０００７】
　上記した特許文献１に記載の技術では、セパレータの表面から導電性金属間化合物が突
出しているから、電極構造体との間に発生する繰返し応力により、電極構造体の表面を損
傷し、その結果、セパレータと電極構造体との間の接触抵抗が増大し、セパレータの集電
機能を損なうという問題があった。
【０００８】
　ここで、ステンレス鋼からなるセパレータの表面に金などの導電性が良好な金属を被覆
することも行われている。しかしながら、この場合には金の使用量が多く、高価なものに
なってしまうといった問題があった。また、金めっきは通常、ステンレス鋼との密着性を
高めるためにニッケルめっきによる下地処理を行っているが、金めっきにピンホール等の
欠陥が生じていると、下地処理の成分であるニッケルが溶出する。ニッケルの溶出は電解
質膜のイオン交換量の低下などの性能低下を招き、さらには金めっきの剥離や接触抵抗の
増大といった問題も生じさせることになる。このような問題を回避するために、下地処理
を行わず、直接金めっきを行うと、金めっきの密着性が低下して剥離が生じ、やはり接触
抵抗の増大を招く。
【０００９】
　よって本発明は、めっきによる接触抵抗の低減効果を最大限に引き出すことができると
ともに、めっき金属の使用量を少なくしてコストの低減を図ることができ、しかも、表面
から突出した導電性金属間化合物による電極構造体の損傷を抑制することができる燃料電
池用金属製セパレータおよびその製造方法を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の第１の燃料電池用金属製セパレータは、耐食性を有する表面に導電性介在物が
露出し、その露出する導電性介在物上にのみ銀、銅、ニッケル、すずから選択される金属
またはその合金の１種または２種以上が析出していることを特徴としている。
【００１１】
　また、本発明の第２の燃料電池用金属製セパレータは、耐食性を有する表面に導電性介
在物が露出し、その露出する導電性介在物上にのみ白金および／またはパラジウムが析出
していることを特徴としている。
【００１２】
　さらに、本発明の第３の燃料電池用金属製セパレータは、耐食性を有する表面に導電性
介在物が露出し、その露出する導電性介在物上にのみ銀、銅、ニッケル、すずから選択さ
れる金属またはその合金の１種または２種以上と、白金および／またはパラジウムとが析
出していることを特徴としている。
【００１３】
　上記構成の燃料電池用金属製セパレータにあっては、導電性介在物が導電経路を形成し
て接触抵抗を低減させる役割を果たす。そして、セパレータの表面から硬度の高い導電性
介在物が突出している場合であっても、その表面がより軟質な金属で被覆されているから
、金属が相手部材である電極構造体に対して緩衝材の機能を果たし、電極構造体表面の損
傷が抑制される。また、本発明の燃料電池用金属製セパレータでは、セパレータの表面に
露出する導電性介在物上にのみ金属が析出しているので、金属の使用量が少なくて済み、
コストの低減が図られる。特に、本発明の第１の燃料電池用金属製セパレータでは、卑金
属を析出させているため、大幅なコスト低減を達成することができる。さらに、導電性介
在物の表面には酸化被膜が存在しないので金属の密着性が格段に高く、このため、金属の
剥離が抑えられて接触抵抗がより一層低減する。
【００１４】
　本発明の第２の燃料電池用金属製セパレータでは、白金および／またはパラジウムを析
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出させているから、電極構造体と接触しない部位であるガス流通部に露出する部分が触媒
機能を発揮する。すなわち、電極構造体の負極触媒層には白金等の触媒が含まれ、この触
媒によって水素ガス等の燃料ガスがプロトン（Ｈ＋）と電子に分解される。したがって、
セパレータに白金等を析出させることにより、燃料ガスが負極触媒層に接触する前の段階
で反応させることができ、触媒効率を向上させることができる。また、本発明の第３の燃
料電池用金属製セパレータでは、卑金属またはその合金と白金等とを析出させているので
、製造コストを大幅に低減しつつ触媒機能を向上させることができる。
【００１５】
　本発明は、セパレータの表面から導電性介在物が突出している形態に限らず、突出せず
にセパレータの表面に露出している形態も含む。導電性介在物が突出している形態によれ
ば、導電性介在物が電極構造体に接触する割合が増大するので、接触抵抗をさらに低減さ
せることができる。また、燃料電池の稼働時には電極構造体等からの溶出イオンによりｐ
Ｈ３以下の腐食環境に曝されることがある。したがって、導電性介在物上に析出させる金
属合金としては、導電性が多少損なわれるものの高い耐食性を有するＮｉ－Ｂ合金やＮｉ
－Ｐ合金等のアモルファス金属が有効である。
【００１６】
　次に、本発明の第１の燃料電池用金属製セパレータの製造方法は、上記本発明のセパレ
ータを好適に製造する方法であって、耐食性を有する表面から導電性介在物が露出する素
材板の表面に、下地処理を施さず直接銀、銅、ニッケル、すずから選択される金属または
その合金の１種または２種以上のめっき、もしくは白金および／またはパラジウムのめっ
きを行うことにより、前記露出する導電性介在物上にのみ銀、銅、ニッケル、すずから選
択される金属またはその合金の１種または２種以上のめっき、もしくは白金および／また
はパラジウムを析出させることを特徴としている。
【００１７】
　また、本発明の第２の燃料電池用金属製セパレータの製造方法は、耐食性を有する表面
から導電性介在物が露出する素材板の表面に、下地処理を施さず直接銀、銅、ニッケル、
すずから選択される金属またはその合金の１種または２種以上のめっきと、白金および／
またはパラジウムのめっきとを行うことにより前記露出する導電性介在物上にのみ銀、銅
、ニッケル、すずから選択される金属またはその合金の１種または２種以上のめっきと、
白金および／またはパラジウムを析出させることを特徴としている。
【００１８】
　本発明では、上記のように下地処理を施さず素材板の表面に直接金属めっきを行うこと
により、金属めっきにピンホール等の欠陥があっても下地成分の溶出が起こらない。この
ため、金属めっきが剥離しにくくなり、低い接触抵抗が確保される。
【００１９】
　本発明の金属材料としては、導電経路を形成する導電性介在物が金属組織中に分散する
ステンレス鋼板が好適に用いられ、具体的には、例えば次の組成を有するステンレス鋼板
が好適に用いられる。すなわち、Ｃ：０．１５ｗｔ％以下、Ｓｉ：０．０１～１．５ｗｔ
％、Ｍｎ：０．０１～２．５ｗｔ％、Ｐ：０．０３５ｗｔ％以下、Ｓ：０．０１ｗｔ％以
下、Ａｌ：０．００１～０．２ｗｔ％、Ｎ：０．３ｗｔ％以下、Ｃｕ：０～３ｗｔ％、Ｎ
ｉ：７～５０ｗｔ％、Ｃｒ：１７～３０ｗｔ％、Ｍｏ：０～７ｗｔ％、残部がＦｅ，Ｂお
よび不可避的不純物であり、かつ、Ｃｒ，ＭｏおよびＢが次式を満足している。
　Ｃｒ（ｗｔ％）＋３×Ｍｏ（ｗｔ％）－２．５×Ｂ（ｗｔ％）≧１７
このステンレス鋼板によれば、Ｂが、Ｍ２ＢおよびＭＢ型の硼化物、Ｍ２３（Ｃ，Ｂ）６

型の硼化物として表面に析出し、これら硼化物が導電性介在物である。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、耐食性を有する表面に導電性介在物が露出し、その露出する導電性介
在物上に選択的に金属が析出していることにより、電極構造体の損傷を抑制し、金属によ
る接触抵抗の低減効果を最大限に引き出すことができるとともに、金属の使用量を少なく
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してコストの低減が図られるといった効果を奏する。
【実施例】
【００２１】
　次に、本発明の実施例を説明する。
Ａ．セパレータの製造
［実施例１］
　表１に示す成分を有するオーステナイト系ステンレス鋼板を厚さ０．２ｍｍまで圧延し
、この圧延鋼から１００ｍｍ×１００ｍｍの正方形状の薄板を必要数切り出して得た。次
に、これら薄板をプレス成形して、図１に示すようなセパレータの素材板を得た。この素
材板は、中央に断面凹凸状の発電部を有し、その周囲に平坦な縁部を有している。また、
この素材板は、成分中のＢが、Ｍ２ＢおよびＭＢ型の硼化物、Ｍ２３（Ｃ，Ｂ）６型の硼
化物として金属組織中に析出しており、これら硼化物がセパレータの表面に導電経路を形
成する導電性介在物である。
【００２２】

【表１】

【００２３】
　次いで、素材板の両面を不動態化処理して母材表面に強固な酸化被膜を形成した。不動
態化処理は、素材板をアセトンで１０分間脱脂洗浄後、５０℃に保持した５０ｗｔ％硝酸
液浴の中に１０分間浸漬することによって行った。不動態化処理後は常温水による１０分
間の洗浄を２回行い、この後、乾燥させた。次に、素材板の両面に銀めっきを行った。銀
めっきは、２５℃に保持し、電流密度が１．２Ａ／ｄｍ２に設定されたシアン化銀（３０
ｇ／Ｌ）、炭酸カリウム（４５ｇ／Ｌ）、フッ化カリウム（３０ｇ／Ｌ）、およびシアン
化カリウム（２０ｇ／Ｌ）のめっき浴（ｐＨ１１）に浸漬することにより行った。この場
合、浸漬時間を１分、２分、３分、４分、７分、１０分の６種類として、浸漬時間が長い
ほど単位面積当たりの銀の量が多くなるようにした。銀めっき後、常温水による１０分間
の水洗を２回行い、実施例１に係る６種類のセパレータを得た。実施例１の各セパレータ
は、導電性介在物が表面に突出していた。
【００２４】
［実施例２］
　銀めっきに代えて銅めっきを行った以外は実施例１と同じ条件で実施例２に係る６種類
のセパレータを得た。実施例２の各セパレータも導電性介在物が表面に突出していた。銅
めっきは、４０℃に保持し、電流密度が０．８Ａ／ｄｍ２に設定されたシアン化第１銅（
２０ｇ／Ｌ）、遊離シアン化ナトリウム（２５ｇ／Ｌ）、炭酸ナトリウム（２０ｇ／Ｌ）
、水酸化カリウム（０．５ｇ／Ｌ）、およびロッセル塩（１５ｇ／Ｌ）のめっき浴（ｐＨ
１１）に浸漬することにより行った。この場合、浸漬時間を１分、２分、３分、４分、７
分、１０分の６種類として、浸漬時間が長いほど単位面積当たりの銅の量が多くなるよう
にした。銅めっき後、常温水による１０分間の水洗を２回行った。
【００２５】
［実施例３］
　銀めっきに代えてニッケルめっきを行った以外は実施例１と同じ条件で実施例３に係る
６種類のセパレータを得た。実施例３の各セパレータも導電性介在物が表面に突出してい
た。ニッケルめっきは、４０℃に保持し、電流密度が０．８Ａ／ｄｍ２に設定された硫酸
ニッケル（２５０ｇ／Ｌ）、塩化ニッケル（３８ｇ／Ｌ）、ホウ酸（３０ｇ／Ｌ）、硫酸
コバルト（１２ｇ／Ｌ）、およびホルマリン（１．５ｇ／Ｌ）のめっき浴（ｐＨ５．５）
に浸漬することにより行った。この場合、浸漬時間を１分、２分、３分、４分、７分、１
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０分の６種類として、浸漬時間が長いほど単位面積当たりのニッケルの量が多くなるよう
にした。ニッケルめっき後、常温水による１０分間の水洗を２回行った。
【００２６】
［実施例４］
　銀めっきに代えてすずめっきを行った以外は実施例１と同じ条件で実施例４に係る６種
類のセパレータを得た。実施例４の各セパレータも導電性介在物が表面に突出していた。
すずめっきは、６５℃に保持し、電流密度が１．８Ａ／ｄｍ２に設定されたすず酸カリウ
ム（１２０ｇ／Ｌ）、全金属すず（４０ｇ／Ｌ）、水酸化カリウム（１０ｇ／Ｌ）、酢酸
カリウム（５ｇ／Ｌ）、および過酸化水素水（２ｇ／Ｌ）のめっき浴（ｐＨ１１）に浸漬
することにより行った。この場合、浸漬時間を１分、２分、３分、４分、７分、１０分の
６種類として、浸漬時間が長いほど単位面積当たりのすずの量が多くなるようにした。す
ずめっき後、常温水による１０分間の水洗を２回行った。
【００２７】
［実施例５］
　銀めっきに代えて白金めっきを行った以外は実施例１と同じ条件で実施例５に係る６種
類のセパレータを得た。実施例５の各セパレータも導電性介在物が表面に突出していた。
白金めっきは、７０℃に保持し、電流密度が１Ａ／ｄｍ２に設定された塩化白金酸（４ｇ
／Ｌ）、燐酸アンモニウム（２０ｇ／Ｌ）、および燐酸ナトリウム（１００ｇ／Ｌ）のめ
っき浴（ｐＨ７）に浸漬することにより行った。この場合、浸漬時間を１分、２分、３分
、４分、７分、１０分の６種類として、浸漬時間が長いほど単位面積当たりの白金の量が
多くなるようにした。白金めっき後、常温水による１０分間の水洗を２回行った。
【００２８】
［実施例６］
　銀めっきに代えてパラジウムめっきを行った以外は実施例１と同じ条件で実施例６に係
る６種類のセパレータを得た。実施例６の各セパレータも導電性介在物が表面に突出して
いた。パラジウムめっきは、４０℃に保持し、電流密度が０．４Ａ／ｄｍ２に設定された
ジアミノ亜硝酸パラジウム（４ｇ／Ｌ）、硝酸アンモニウム（１００ｇ／Ｌ）、および亜
硝酸ナトリウム（１０ｇ／Ｌ）のめっき浴（ｐＨ９）に浸漬することにより行った。この
場合、浸漬時間を１分、２分、３分、４分、７分、１０分の６種類として、浸漬時間が長
いほど単位面積当たりのパラジウムの量が多くなるようにした。パラジウムめっき後、常
温水による１０分間の水洗を２回行った。
【００２９】
［比較例１］
　銀めっきを行わなかった以外は実施例１と同じ条件で比較例１に係るセパレータを得た
。
【００３０】
［比較例２］
　材料を表面に導電性介在物が突出していないＳＵＳ３１６Ｌとし、かつ、不動態化処理
の代わりに、素材板をアセトンで１０分間脱脂洗浄後、３０℃、１０％塩酸中で１０分間
浸漬し表面の酸化被膜を除去する処理を行い、銀めっきに代えて金めっきを行った以外は
、上記実施例１と同様にして、比較例２の６種類のセパレータを得た。金めっきは、３０
℃に保持し、電流密度が０．１Ａ／ｄｍ２に設定された青化金（３ｇ／Ｌ）のめっき浴に
浸漬することにより行った。この場合、浸漬時間を１分、２分、３分、４分、７分、１０
分の６種類として、浸漬時間が長いほど単位面積当たりの金の量が多くなるようにした。
金めっき後、常温水による１０分間の水洗を２回行い、比較例２に係る６種類のセパレー
タを得た。
【００３１】
Ｂ．表面の観察
　実施例１～６の６種類のセパレータのうち、めっき処理の時間が１０分のものの表面を
顕微鏡で観察した。図２～図７はそのＳＥＭ写真であり、めっきによって、母材表面に分
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散して突出する導電性介在物上に粒子状の金属が優先的に析出していることが判る。
【００３２】
Ｃ．単位面積あたりの金の量の測定
　実施例１～６および比較例２の各６種類のセパレータにつき、単位面積あたりのめっき
金属の量を、次のようにして測定した。実施例１～６および比較例２のセパレータを王水
に溶解させ、その溶液中に含まれる金の量を誘導結合プラズマ発光分光分析装置（セイコ
ー電子工業製　ＳＰＳ－４０００型）を用いて定量分析し、その値から単位面積あたりの
金の量を算出した。
【００３３】
Ｄ．初期の接触抵抗の測定
　実施例１～６および比較例２の６種類のセパレータと比較例１のセパレータにつき、次
の方法で初期の接触抵抗を測定した。２枚のセパレータで電極構造体のガス拡散層の表面
を構成するカーボンペーパーを挟み、これを２枚の電極板で挟み、さらに電極板に対する
セパレータの面圧が５ｋｇ／ｃｍ２になるように荷重をかけ、試験体をセットした。そし
て、２枚の電極板間に電流を流し、セパレータ間の電圧降下から接触抵抗を求めた。
【００３４】
　図８～図１３は、以上のようにして測定した単位面積あたりのめっき金属の量と初期の
接触抵抗との関係を示すグラフである。ニッケルめっきとすずめっきの場合（実施例３，
４）を除き、めっき金属が比較例２の金めっきと同量では実施例１，２，５，６のセパレ
ータの方が接触抵抗が低いことが認められた。また、単位面積当たりのめっき金属の量が
０．００２６ｍｇ／ｃｍ２確保されていれば、接触抵抗を大幅に低減させることができる
ことが判った。なお、実施例３，４では、比較例２よりも接触抵抗が高くなったが、充分
に許容範囲であり、それを凌駕するコスト低減の効果がある。また、めっきを行わなかっ
た比較例１（Ｂ－ＳＵＳ）と実施例１～６の接触抵抗の差は歴然としている。
【００３５】
Ｅ．長時間通電後の接触抵抗の測定
　単位面積当たりの銀の量が０．０１８ｍｇ／ｃｍ２の実施例１、単位面積当たりの銅の
量が０．０２０ｍｇ／ｃｍ２の実施例２、および比較例１のセパレータを用いて、電極板
に対するセパレータの面圧を５ｋｇ／ｃｍ２に設定した試験体をそれぞれセットし、初期
および１０００時間通電後の接触抵抗を上記と同じ方法で測定した。その結果を表２に示
す。
【００３６】
【表２】

【００３７】
　表２から明らかなように、実施例１，２のセパレータでは、１０００時間通電後も接触
抵抗はほとんど増大しなかったが、比較例１のセパレータによると１０００時間通電後に
は接触抵抗の増大が認められた。これは、比較例１のセパレータでは導電性介在物が表面
から突出していながらめっきが施されていないため、電極構造体の表面が損傷を受けたた
めである。
【００３８】
Ｆ．セル電圧の測定
　単位面積当たりの白金の量が０．００９２ｍｇ／ｃｍ２の実施例５、単位面積当たりの
パラジウムの量が０．０１０８ｍｇ／ｃｍ２の実施例６、単位面積当たりの金の量が０．
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て、発電試験を行った。発電時の電流値とセル電圧との関係を図１４および図１５に示す
。
【００３９】
　図１４および図１５に示すように、実施例１４，１５のセパレータを用いた燃料電池で
は、いずれも電流値に対するセル電圧が比較例１，２よりも高い。これらの結果から、本
発明のセパレータは発電性能が優れていることが確認された。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】本発明の実施例で製造されるセパレータの写真である。
【図２】実施例１のセパレータのＳＥＭ写真である。
【図３】実施例２のセパレータのＳＥＭ写真である。
【図４】実施例３のセパレータのＳＥＭ写真である。
【図５】実施例４のセパレータのＳＥＭ写真である。
【図６】実施例５のセパレータのＳＥＭ写真である。
【図７】実施例６のセパレータのＳＥＭ写真である。
【図８】実施例１および比較例２のセパレータにおける単位面積当たりの金属の量と接触
抵抗との関係を示すグラフである。
【図９】実施例２および比較例２のセパレータにおける単位面積当たりの金属の量と接触
抵抗との関係を示すグラフである。
【図１０】実施例３および比較例２のセパレータにおける単位面積当たりの金属の量と接
触抵抗との関係を示すグラフである。
【図１１】実施例４および比較例２のセパレータにおける単位面積当たりの金属の量と接
触抵抗との関係を示すグラフである。
【図１２】実施例５および比較例２のセパレータにおける単位面積当たりの金属の量と接
触抵抗との関係を示すグラフである。
【図１３】実施例６および比較例２のセパレータにおける単位面積当たりの金属の量と接
触抵抗との関係を示すグラフである。
【図１４】実施例５および比較例１，２のセパレータを用いた燃料電池における電流値と
セル電圧との関係を示すグラフである。
【図１５】実施例６および比較例１，２のセパレータを用いた燃料電池における電流値と
セル電圧との関係を示すグラフである。
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